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Ａ．研究目的 
がん医療において、がん拠点病院等のがん治療
施設と地域の在宅医療・介護との連携体制の構
築が求められている。この課題の解決を目指し、
本研究では、全国の各地域で、がん緩和ケアの
ネットワークを構築し、関係者間の連携・調整
を担う人材として「地域緩和ケア連携調整員」
を養成する研修プログラムの開発を目的とする。
さらに、これらの人材を支援していく中央機能
のあり方についても検討し、全国でがんの地域
緩和ケアの提供体制の整備を進めていく包括的

な方策を提示していくことを目指す。 
 
Ｂ．研究方法 
全国の各地域においてがん医療における地域
緩和ケアの提供体制の構築を目的に、医療福
祉関係者のネットワーキングを進め、地域連
携会議の開催や地域の課題の抽出と解決に向
けた計画立案などの実務を担う地域緩和ケア
連携調整員を養成する養成プログラムを開発
し、そのプログラムの有用性について検証を
行う。研究班として作成された人材育成のた
めの養成プログラムを厚生労働省及び関係者
に提示し、研修の実施を支援する。平成２７
年度は、全国から、地域の特性を活かして地
域のがん医療ネットワークを構築し運用して
いる事例を収集した。地域連携に積極的に取
り組んでいる地域やがん医療における地域緩
和ケアに先駆的に取り組んでいる地域におい
て、地域内のネットワークの構築や関係者の
調整の実務を担っている者を対象に、インタ
ビューまたはフォーカスグループインタビュ
ーを実施し内容分析を行った。その結果をも
とに、地域でがん緩和ケアのネットワークを
構築していく地域緩和ケア連携調整員に求め
られる活動内容と有するべき資質を明らかに
した。さらに、その結果を踏まえて、「地域緩
和ケア連携調整員」養成プログラムの素案を
作成した。平成２８年度は、専門家パネルに
より養成プログラムの内容妥当性を検討し、
確定したプログラムに基づいて研修会を実施
した。そして、その実行可能性及び有用性に
ついて検討した。 

研究要旨 

がん医療において、がん拠点病院等のがん治療施設と地域の在宅医療・介護との連携体制の構築が
求められている。この課題の解決を目指し、本研究では、全国の各地域で、がん緩和ケアのネット
ワークを構築し、関係者間の連携・調整を担う人材として「地域緩和ケア連携調整員」を養成する
研修プログラムの開発を目的とする。さらに、これらの人材を支援していく中央機能のあり方につ
いても検討し、全国でがんの地域緩和ケアの提供体制の整備を進めていく包括的な方策を提示して
いくことを目指す。平成 28 年度では、平成２７年度に実施した全国のがん緩和ケアのネットワーク
の取り組みに関するインタビューの詳細な分析を進め、、「地域緩和ケア連携調整員」に求められる
活動内容と有するべき資質について明らかにした。さらには、研修プログラムを確定し、それに基
づく研修会の効果についての検証を行ない、その有用性を確認した。 
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Ｃ．研究結果 
地域緩和ケア連携ネットワーク構築の具体的な
取り組みとして、「顔の見える関係づくり」「体
制作り」「地域づくり」の３段階があることが明
らかになった。そして、地域緩和ケア連携調整
員は、地域の中でこれらのステップが円滑に進
んでいくように活動していくことが重要である
ことが明らかになった。た。また、研究により
示された地域緩和ケア連携調整員に求められる
役割、知識を踏まえて作成された研修プログラ
ムに基づき、平成29年1月14日、15日（2日コー
ス）、平成29年2月11日（1日コース）に、2回の
研修会を開催した。参加者は183名、59チーム、
91施設（県拠点15か所、地域拠点41か所、地域(非
拠点病院・診療所・訪看ST・地域包括支援セン
ター・医師会など)35か所）であった。都道府県
で見ると33都道府県、職種別人数は医師30人、
看護師91人、SW62人(ケアマネ含む)であった。
研修後アンケートでは、研修の満足度は、受講
者の７割が満足していた。研修の効果として、
研修前後で比較すると地域連携における自信が
上がっていた。 
 

Ｄ．考察 
地域におけるがん緩和ケアの連携体制が構築さ
れていくモデルとして、①顔の見える関係づく
り、②体制づくり、③地域づくりのプロセスを
明らかにした。これらの取り組みを進めていく
ために、地域緩和ケア連携調整員は地域全体で、
がん緩和ケアを提供できる基盤を作っていくた
めの現場の担い手としての役割が期待される。
具体的には、地域のがん医療と緩和ケアに関す
る医療福祉機関、職能団体等が円滑に連携でき
るよう、関係者間を調整する活動を行う。地域
の課題抽出のための会議開催の準備、課題解決
に向けた取り組みの下書きの作成、年間計画案
の作成、地域内で取り決めたことの周知等を行
うことなどが想定された。地域の状況に応じて、
がん緩和ケアの地域連携のネットワークの単位
は柔軟に設定されるべきであるが、モデルとし
てネットワークの単位を 2 次医療圏を一つの単
位として考えた場合、地域緩和ケア連携調整員
の候補者は、2 次医療圏内のがん拠点病院の地
域連携担当者が中心となりつつ、医療介護総合
確保推進法に基づく医療介護連携支援センター
の連携担当者も協働できるよう働きかけていく
ことが重要であると考えられた。１つのネット
ワークの中に、がん拠点病院と地域の者で構成

される可能な範囲で複数名が地域緩和ケア連携
調整員の役割を担えることが望ましいこと、地
域緩和ケア連携調整員が活躍していくためには、
拠点病院の院長や医師会等の職能団体のバック
アップが不可欠である。また、資格としては、
地域緩和ケアについて地域全体を俯瞰しながら
活動していくことが想定されているため、地域
の緩和ケアの状況を把握している看護師や社会
福祉士が望ましいと考えられた。 
これらのことを踏まえて作成された研修プロ

グラムに基づいて実施された研修会では、全国
から多くの方から申し込みがあり、がん医療に
おける地域連携に対する関心の高さが伺えた。
研修の実行可能性や有用性については一定の効
果を確認できたが、更なる改善が必要であるこ
とも考察された。今後、より充実した研修にな
るようプログラムの見直しを行いつつ、全国の
がん医療における地域連携が円滑に進むための
支援方法を検討していくことが必要である。 
 
Ｅ．結論 

「地域緩和ケア連携調整員」に期待される
役割と有するべき資質を明らかにし、それに
基づき、地域でがん緩和ケアのネットワーク
を構築していくことを目的とした「地域緩和
ケア連携調整員」を育成するための研修プロ
グラムの開発を行った。平成 29 年 1 月と 2
月に研修を開催し、その実行可能性と有用性
を確認した。平成 29 年度は、研修修了者を
対象に、研修受講後の活動状況についての調
査を行い、養成プログラムの有用性について
さらなる検討を行う。 
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